
学事課
幼稚園担当

単位：千円
内線 2560

会計 款 項 目

平成２５年度予算見積調書 課室名
担当名

説明事業

Ｂ１
私立学校耐震化加速事業 一般会

計
教育費 私立学

校費
私立学校等振興費 私立学校耐震改修事業費補助

番号 事業名

事 業
期 間

平成25年度～
平成27年度

根 拠
法 令

なし 戦略項目 05　　　大規模災害への備え

分野施策 010502　震災に強いまちづくり

１　事業の概要
・これまでの計画を1年前倒しして平成27年度までに
　耐震化率100％を達成する。

・耐震化を加速するため
　①　耐震化が遅れている学校に対して専門家の協力を
　　得て個別ヒアリングを実施。
　②　保護者や生徒に安心してもらうとともに耐震化の
　　機運を高めるため、耐震性のある校舎等に耐震プレ
　　ートを交付し、ホームページで公表。

５　事業説明
（１）事業内容
　　ア　建設団体の協力による耐震化促進ヒアリング　　　　　　　　　要求額：0千円
　　　・　耐震診断は平成24年度でほぼ完了。
　　　・　工事が必要と判定されながら工事に踏み切れない学校には後押しが必要。
　　　・　工事の検討状況などのヒアリングにあたっては、建設団体の協力を得て専門的・技術的なアドバイス
　　　　　も行う。
　　　　【ヒアリング内容】
　　　　　・　工事計画の確認
　　　　　・　工期短縮や居ながら工事などの実例の紹介
　　　　　・　融資制度、補助金制度の案内
　　イ　耐震プレートの交付　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要求額：4,850千円
　　　・　耐震性のある校舎等に分かりやすいプレートを表示する。
　　　・　プレートを交付した学校や耐震化に取り組み中の学校についてホームページで公表。

（２）事業計画（平成26年度以降は見込）

（３）事業効果
　　　平成27年度までに耐震化100％を達成

（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　（社）埼玉県建築事務所協会の協力を得て専門的アドバイスを行う。

２　事業主体及び負担区分
事業主体：県
負担区分：耐震プレート（県10/10）

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×1.2人＝11,400千円
・幼稚園担当に0.5名増員
　（一般職員 0.5人）

要求額・審査額 一般財源 前年との対比 過去の予算額 現計予算額

（一般財源）

決 4,850 4,850 4,850

うち一財

要 4,850 4,850 4,850

前 0

－総務部・Ｂ１－

0

耐震化率 

100% 

1年前倒し 

工事棟数を今年度の約 １．５倍にペースアップ 

【審査の考え方】 

 私立学校の耐震化率を高めるため、建設団体の協力による耐震化促進ヒアリン

グの実施、耐震プレート交付による周知の必要性を認め、要求額を措置した。 



学事課
人権教育・生徒指導担当

　

－総務部・Ｂ２－

0前 0

7,319 7,319要 7,319

うち一財

7,319 7,319決 7,319

（一般財源）

一般財源 前年との対比 過去の予算額 現計予算額

１　事業の概要
　私立学校のいじめ問題対策を支援し、いじめ問題の早
期発見・早期解決を図る。
　
(１) キャンパス・ガーディアン派遣事業  6,819千円
(２) 保護者のいじめ早期発見・対応支援    500千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　　今年度のいじめの認知件数は9月までの半年で140件となり、昨年度の48件の約3倍に急増している。こうした現
　　状を踏まえ、私立学校のいじめ問題対策を支援し、各校がいじめの発見といじめに対応する能力を高めることで、
　　いじめ問題の早期発見・早期解決を図る。
　　ア　キャンパス・ガーディアン派遣事業　 6,819千円
　　　　 経験豊かな警察官ＯＢの「キャンパス・ガーディアン」
　　　　が各学校を巡回し、各校の実情・対応を確認した上
        で、以下の取組を行う。（私立中学高等学校協会に
　　　　配置、経費の10/10を助成）
　　　　①校内外パトロール
　　　　②教員・児童生徒・保護者への指導助言
　　　　③電話相談
　　 イ　保護者のいじめ早期発見・対応支援　　500千円
　　　　 保護者向けいじめ早期発見・対応リーフレットを配布。

（２）事業計画
      県内の私立小・中・高等・特別支援学校を対象
   　 平成25～27年度まで

（３）事業効果
　　・いじめの未然防止
　　・外部人材を入れることによる発見力、対応力の向上
　　・保護者のいじめに対する意識、理解の向上

（４）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携状況
　　　埼玉県私立中学高等学校協会と連携し、「キャンパス・ガ
　　　ーディアン事業」を実施する。

２　事業主体及び負担区分
 （県10／10）

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×0.4人＝3,800千円

要求額・審査額

事 業
期 間

平成25年度～
平成27年度

根 拠
法 令

私立学校振興助成法　第10条 戦略項目

分野施策 020105　私学教育の振興

説明事業

Ｂ２
私立学校いじめ対策パイロット事業 一般会

計
教育費 私立学

校費
私立学校等振興費 私立学校人権教育推進費

番号 事業名 会計 款 項 目

平成２５年度予算見積調書 課室名
担当名

単位：千円
内線 2569

保護者のいじめ早期発見 

対応支援 

キャンパス・ガーディアン派遣 
学

校

・ 

教

員 

児

童 

生

徒 

保
護
者 

未然防止・早期発見 早期対応・解決 

「いじめ対応ハンド 

ブック」の配布 

いじめ撲滅宣言 

個人面談 保護者面談 

カウンセラー配置 

ネット監視 人権教育 

ＨＲで討論会 
組織的対応図の作成 

私立学校初任者研修 

アンケート調査の実施 

いじめ問題啓発資料の配布 

話合の場の設定と相談指導 

相談窓口広報カードの配布 

相談しやすい環境作り 

相談しやすい環境作り 

私立学校いじめ対策の全体図 

新 

新 

【審査の考え方】 

 私立学校におけるいじめの早期発見・解決に向けた取組の必要性を認め、

要求額を措置した。 



学事課
高等学校担当

－総務部・Ｂ１３－

30,942,906 30,942,906前 35,637,986 4,695,080

31,480,661 659,701要 36,297,687 4,817,026

うち一財

35,637,986

31,480,661 659,701
22 34,282,001
(29,814,895)

23 35,191,279
(30,573,757)

決 36,297,687 4,817,026

（一般財源）

一般財源 前年との対比 過去の予算額 現計予算額

１　事業の概要
　私立学校の教育条件の維持向上及び私立学校の経営の
健全性の維持向上を図るため、私立学校の経常的経費に
対して補助を行う。

　私立学校運営費補助　36,297,687千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　　各学校の経常的経費（人件費、教育研究費、管理経費等）に対し、予算の範囲内で補助を行う。
　
　　 ア　高等学校　　　　　　　　　　　　　　　　 13,831,297千円　（前年比　233,902千円増）
　　　　 ・(人件費＋教育研究経費＋管理経費＋設備関係) × 補助率34.3％（現行の補助率を維持）
　　　　 ・補助単価　277,164円（前年比 3,105円増）
 
　　 イ　幼稚園　　　　　　　　　　　　　　　　　 19,192,809千円　（前年比　286,596千円増）
         ・補助単価　174,715円（前年比 2,278円増）
　　　　 ・標準費の過年度の増加額を踏まえて補助単価を設定
　
　　 ウ　その他(小・中・特別支援・専修･各種学校) 　3,272,944千円　（前年比　139,203千円増）
　　　 　・朝鮮学校は計上せず

　　 エ　事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　637千円
　　　　 ・私立学校助成審議会経費等

（２）事業計画
　　　　学校法人等に対する補助に加えて、法人運営、学校運営について検査を継続的に実施することにより、
　　　教育条件の維持向上及び私立学校の経営の健全性の維持向上を図る。

（３）事業効果
　　　　教員１人当たり生徒数（高等学校）平成14年度：20.6人→　平成18年度：18.9人→　平成23年度：19.3人
　　　　教員１人当たり園児数（幼稚園）　平成14年度：17.7人→　平成18年度：14.7人→　平成23年度：13.8人
　　　　消費支出比率（高等学校）　　　　平成14年度：95.3% →　平成18年度：104.3%→　平成23年度：97.8%
　　　　消費支出比率（幼稚園）　　　　　平成14年度：85.2% →　平成18年度： 89.1%→　平成22年度：89.1%
　

２　事業主体及び負担区分
事業主体　学校法人等
負担区分 （国：定額、県：定額）
　　　　　学校法人等：補助を除く全額

３　地方財政措置の状況
普通交付税（単位費用）（区分）教育費（款）その他の
教育費（細目）私立学校助成費（細節）私立学校助成費
（積算内容）高校257,300円　中学校256,800円　小学校
256,800円　幼稚園149,400円

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×2.9人＝27,550千円

要求額・審査額 国庫支出金

事 業
期 間

昭和50年度～ 根 拠
法 令

私立学校振興助成法　第9条 戦略項目 06　　　時代に応え未来を拓く人材育成

分野施策 020105　私学教育の振興

説明事業

Ｂ１３
私立学校運営費補助 一般会

計
教育費 私立学

校費
私立学校等振興費 学校法人等助成費

番号 事業名 会計 款 項 目

平成２５年度予算見積調書 課室名
担当名

単位：千円
内線 2563

【審査の考え方】 

 私立学校の教育条件・学校経営の健全性の維持向上に向けた助成を継続

する必要性を認め、要求額を措置した。  



学事課
高等学校担当

－総務部・Ｂ１４－

2,051,420 2,051,420前 10,000,432 7,416,286 530,723 2,003

2,182,103 181,147要 10,181,579 7,315,368 683,048 1,060

うち一財

10,000,432

2,182,103 181,147
22 10,920,078

(2,466,708)

23 10,182,054
(1,905,182)

決 10,181,579 7,315,368 683,048 1,060

（一般財源）

一般財源 前年との対比 過去の予算額 現計予算額

１　事業の概要
　私立学校に入学及び在学する生徒のうち、所得が一定
以下の世帯を対象に父母負担の軽減を図り、生徒の修学
を支援する。

　私立学校父母負担軽減事業補助　10,181,579千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　ア　高等学校　                 　　　　　　　9,915,815千円　（前年比　175,659千円増）
　　    ・全国トップレベルの父母負担軽減を引き続き実施（年収500万円未満の世帯は授業料を実質無償化）
　　　　・補助単価　県内全日制高校の授業料平均額の上昇に伴い補助単価を増額

　　イ　幼稚園　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 92,047千円　（前年比　 33,617千円減）
　 　   ・保護者の失業・死亡・離婚等による家計急変世帯を対象として保育料の実質無償化を引き続き実施。
　　　　・補助単価　221,000円（前年度 238,000円）
　　　　　　　　　　就園奨励費補助金の増額に伴い補助単価は減額
 
　　ウ　その他（小・中・特別支援・高等専修学校）　　125,919千円　（前年比　 40,652千円増）
　
（２）事業効果
　　    ・幼稚園：補助対象者は増加傾向にあり、不安定な経済情勢の中、ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄの役割を果たしている。
　　     　　　　 <幼稚園家計急変世帯補助数> 21年度:493人　22年度:448人　23年度:757人
　      ・高　校：経済的理由による退学者は減少傾向にあり「1校あたり退学者数」は全国平均よりも低い。
　　　   　　　　（埼玉県 0.13　全国 0.32）また、父母負担軽減の充実により、平成23年度の県別定員充足
　　　   　　　 　率(入学者数／入学定員)は98.1％で全国第1位であり、学校の安定経営にも寄与している。
　　　 　  　　　 <私立高校における経済的理由による退学者数> 21年度:9人　22年度:10人　23年度:6人

２　事業主体及び負担区分

＜保育料・授業料・入学金軽減事業補助＞

　（県10/10）学校法人等0

＜就学支援金＞

　（国10/10・県0）学校法人等0
３　地方財政措置の状況
普通交付税（単位費用）（区分）教育費（款）その他の
教育費（細目）私立学校助成費（細節）私立学校助成費
（積算内容）私立学校経常費補助
高等学校（生徒１人当たり）9,100円

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×3.8人=36,100千円

要求額・審査額 国庫支出金 繰 入 金 諸 収 入

事 業
期 間

昭和52年度～ 根 拠
法 令

公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金
の支給に関する法律など

戦略項目 06　　　時代に応え未来を拓く人材育成

分野施策 020105　私学教育の振興

説明事業

Ｂ１４
私立学校父母負担軽減事業補助 一般会

計
教育費 私立学

校費
私立学校等振興費 私立学校父母負担軽減事業補助

番号 事業名 会計 款 項 目

平成２５年度予算見積調書 課室名
担当名

単位：千円
内線 2558

【審査の考え方】 

 私立学校に通学する生徒等の父母負担に対する軽減措置を継続する必要

性を認め、要求額を措置した。  

区  分 平成25年度 平成24年度 

家計急変・生活保護 授業料全額 授業料全額 

年収500万円未満 369,000円 360,000円 

年収609万円未満 246,000円 240,000円 

年収609万円以上 118,800円 118,800円 

 

 



学事課
幼稚園担当

　

－総務部・Ｂ１７－

231,489 231,489前 640,065 576 408,000

4,885 99,403要 739,468 583 734,000

うち一財

640,065

4,885 99,403

23    355,056
(354,494)

決 739,468 583 734,000

（一般財源）

一般財源 前年との対比 過去の予算額 現計予算額

１　事業の概要
・耐震性が低い校舎・園舎の耐震化を促進するため耐震
　化工事に要する経費の一部を補助する。
・いつ起こるか分からない震災に備え、これまでの計画
　を一年前倒しして平成27年度までに耐震化率100％を
　達成する。

　私立学校耐震改修事業費補助　739,468千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　　 私立学校耐震改修事業費補助　　　　   739,468千円
    ア　高等学校（補強)　　4校(8棟)
　　    高等学校については多額の費用を要するため、国庫補助（1/2又は1/3）に県費（1/6）を上乗せする。

　
　

　
　　イ　幼稚園（補強、改築）　26園（47棟）
　　　　幼稚園については棟数が多いため、国庫補助のほかに県単独補助（1/2又は1/3）を行う。

（２）事業計画 今後の耐震化計画（平成26年度以降は見込）

　

（３）事業効果：私立学校（幼稚園）施設における耐震化、防災機能強化を促進し、園児・生徒の安全を確保すると
　　　　　　　　ともに、教育環境の充実を図ることができる。

２　事業主体及び負担区分
事業主体：学校法人等
負担区分：県（1/6、1/2又は1/3）

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×1.2人＝11,400千円
・幼稚園担当に0.5名増員
　（一般職員 0.5人）

要求額・審査額 諸 収 入 県　債

事 業
期 間

平成23年度～
平成27年度

根 拠
法 令

私立学校振興助成法　第10条 戦略項目 05　　　大規模災害への備え

分野施策 010502　震災に強いまちづくり

説明事業

Ｂ１７
私立学校耐震改修事業費補助 一般会

計
教育費 私立学

校費
私立学校等振興費 私立学校耐震改修事業費補助

番号 事業名 会計 款 項 目

平成２５年度予算見積調書 課室名
担当名

単位：千円
内線 2560

耐震化率 

100% 

1年前倒

工事棟数を今年度の約 １．５倍にペースアップ 

高等学校 

幼稚園 

県内県立:100％                 

県内私立:80.1％ 

全  国:75.2％  

埼  玉:68.8％ 

 
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 合計 

改  修 ９棟 ８棟 ８棟 ７棟 ３２棟 

 
うち耐震改修事業補助対象  （７棟） （８棟） （８棟） （７棟） （３０棟） 

改築・移転 なし ５棟 ６棟 １８棟 ２９棟 

取り壊し ３棟 ０棟 ０棟 ０棟 ３棟 

総 合 計  １２棟 １３棟 １４棟 ２５棟 ６４棟 

 

 
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 合計 

県単補助 34 棟 47 棟 45 棟 45 棟 171 棟 

国庫補助 30 棟 41 棟 41 棟 41 棟 153 棟 

自主施行 － 9 棟 9 棟 9 棟 27 棟 

計 64 棟 97 棟 95 棟 95 棟 351 棟 

 

【審査の考え方】 

 私立学校に通学する生徒等の安全を確保するため、校舎・園舎の耐震化

に対する補助の必要性を認め、要求額を措置した。  


